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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第54期

第３四半期
連結累計期間

第55期
第３四半期
連結累計期間

第54期

会計期間
自 平成27年３月１日
至 平成27年11月30日

自 平成28年３月１日
至 平成28年11月30日

自 平成27年３月１日
至 平成28年２月29日

営業収益 （百万円） 163,017 167,583 219,408

経常利益 （百万円） 2,590 3,119 4,675

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純利益

（百万円） 1,151 1,771 1,873

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,134 1,537 1,780

純資産額 （百万円） 42,657 44,519 43,600

総資産額 （百万円） 69,684 70,796 69,374

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円） 64.74 99.48 105.32

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） 64.65 99.38 105.18

自己資本比率 （％） 61.1 62.7 62.4

 

回次
第54期

第３四半期
連結会計期間

第55期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年９月１日
至 平成27年11月30日

自 平成28年９月１日
至 平成28年11月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 31.85 31.29

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．「第４　経理の状況　1　四半期連結財務諸表　追加情報」に記載のとおり、第55期第１四半期連結累計期

間より「売上高」と「その他の営業収入」を合計した金額を「営業収益」として表示しております。

　　なお、比較を容易にするため、第54期第３四半期連結累計期間及び第54期についても「売上高」と「その他

の営業収入」を合計した金額を「営業収益」として表示しております。

３．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

５．第55期第１四半期連結累計期間より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。

　　なお、比較を容易にするため、第54期第３四半期連結累計期間及び第54期についても百万円単位に変更して

おります。

 

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

EDINET提出書類

マックスバリュ東海株式会社(E03087)

四半期報告書

 3/19



３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
（１）経営成績に関する説明

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策や金融政策などを背景にして、企業収

益は堅調に推移しており、所得環境も緩やかな改善が進んでおります。しかし、欧州の政情不安や為替変動など

による世界経済の下振れリスクもあり、依然として先行き不透明な状況が続いております。食品スーパーマー

ケット業界におきましても、お客さまの消費行動の変化や価値観の多様化、更には労働コストの上昇や採用環境

の悪化など社会構造の変化に対し着実な対応が求められるとともに、業種・業態を超えた競争の激化が続くな

ど、引き続き厳しい経営環境が続いております。

　このような中、当社グループは、平成28年度のスローガンに、「地域密着経営の実践　お客さまのために　自

ら考え、自らやり遂げよう！」を掲げ、お客さまにとって「地域になくてはならない」店舗の実現に向け、地域

密着経営を推進するとともに、お客さまの変化への対応、価格を超えた「価値」を提案できる店舗づくりなどの

経営課題に積極的に取り組んでまいりました。

（国内事業）

　国内事業におきましては、農産の産地から店舗までの納品リードタイムの短縮や水産における地場のお取引先

さまからの仕入ルートの確立など、鮮度に拘った取組みの強化をいたしました。また、「じもの」商品強化の取

組みとして、地元素材を使用した新商品の開発や生産者の開拓に努めております。更にはイオン長泉ロジスティ

クスセンターを有効活用し、調理済商品や半製品の供給を拡大し、店舗毎の出来栄え格差の解消（均質化）と店

舗生産性の向上に努めてまいりました。また、お客さまの健康志向の高まりに合わせ、ヘルス＆ウェルネス売場

の統一販促物を順次導入し、テーマ毎にプライスカードの色を統一することで、お客さまへの提案型売場の構築

に努めております。また、これらの取り組みを売場で具現化するため、店舗活性化改装を累計16店舗にて実施い

たしました。

　また、お客さまの要望の強かった現金ポイントカード（WAON POINTカード）を６月より導入し、お客さまの利

便性の向上と決済手段の多様化に対応してまいりました。お客さまにWAON POINTの特典や利便性を伝えていくこ

とで、再来店の動機付けとなる様、今後もWAON POINT販促の強化に取り組んでまいります。

　当社は、健康で豊かな食生活の実現を目指す「食育」の一環として、幼稚園や小学校等の教育施設や店舗、公

共施設等にて、多くの方を対象として「食」や「健康」をテーマとした食育講座を本年度は累計72回実施いたし

ました。また、収穫体験を通じて、お客さまがお住いの身近な地域にも、普段目にする農産物の産地があること

を知っていただくと同時に、地域農業に対する関心の向上と活性化への貢献を目指し「産地ふれあい親子収穫体

験ツアー」を平成16年から実施しており、これまでに通算82回の開催をいたしております。これらの取組みは、

当社の社会貢献活動の一環として、今後も継続して実施していく計画であります。

　店舗展開におきましては、上半期にザ・ビッグ甲斐敷島店（山梨県甲斐市）、マックスバリュエクスプレス静

岡羽鳥店（静岡市葵区）など累計５店舗の新店を開設したことに加え、10月にマックスバリュ豊川八幡店（愛知

県豊川市）、11月にマックスバリュエクスプレス静岡上足洗店（静岡市葵区）及びマックスバリュエクスプレス

熱海小嵐店（静岡県熱海市）の開設をいたしました。その他、ザ・ビッグ金谷店（静岡県島田市）及びザ・ビッ

グ静岡新川店（静岡市駿河区）をマックスバリュ型の店舗からザ・ビッグ店舗への業態転換を実施しておりま

す。また、経営基盤の強化を図るべく、老朽化したキミサワ御殿場２４６店のＳ＆Ｂ（スクラップ・アンド・ビ

ルド）による閉店を行ったほか、経営効率化のため、累計４店舗の閉鎖を行っております。これらの結果、国内

事業における店舗数は、ザ・ビッグ32店舗を含め143店舗となりました。

（中国事業）

　中国事業におきましては、恒例となった火曜・水曜市や10元均一セールにより客数増加を図るとともに、月毎

に重点販売商品を選定し、お買い得価格で提供する「本月特値」を展開することなどにより、買上点数増加に取

り組んでおります。また、週末販売強化、夜間販売強化についても継続的に取り組んでおります。

　店舗展開といたしましては、５月にマックスバリュ海珠前進路店（広州市海珠区）、11月にマックスバリュ海

珠合生広場店（広州市海珠区）を開設し、11月末日現在の店舗数は累計５店舗となっております。

 

　これらの結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、営業収益1,675億83百万円（前年同期比2.8％増）、営業

利益31億55百万円（同19.6％増）、経常利益31億19百万円（同20.4％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益

17億71百万円（同53.8％増）となりました。また、個別業績は、営業収益1,652億29百万円（前年同期比2.9％

増）、営業利益35億２百万円（同15.5％増）、経常利益34億69百万円（同15.8％増）、四半期純利益19億81百万

円（同42.1％増）となりました。

 

 

　当社グループは報告セグメント(スーパーマーケット事業及びその付随業務)が単一であるため、セグメント情

報の記載は省略しております。
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（２）財政状態の分析

①資産

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比し、14億22百万円増加し、707億96百万円に

なりました。これは現金及び預金の減少９億円、関係会社預け金の増加６億98百万円、新店等に係る有形固定資

産の増加13億84百万円などによるものであります。

②負債

　当第３四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比し、５億２百万円増加し、262億76百万円

になりました。これは買掛金の増加12億84百万円、未払法人税等の減少７億８百万円などによるものでありま

す。

③純資産

　当第３四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比し、９億19百万円増加し、445億19百万円に

なりました。これは親会社株主に帰属する四半期純利益の計上17億71百万円、剰余金の配当による減少６億40百

万円などによるものであります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
（４）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種　　類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年11月30日）

提出日現在発行数（株）

（平成29年１月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内　　容

普通株式 17,883,300 17,883,300
東 京 証 券 取 引 所
（ 市 場 第 二 部 ）

単元株式数

100株

計 17,883,300 17,883,300 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年 月 日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総 数 残 高

（株）

資 本 金
増 減 額
（百万円）

資 本 金
残 高
（百万円）

資本準備金
増 減 額
（百万円）

資本準備金
残 高
（百万円）

平成28年９月１日

平成28年11月30日

～
－ 17,883,300 － 2,267 － 3,382
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（６）【大株主の状況】

　　　　　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年11月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式          70,400 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式      17,720,200        177,194 －

単元未満株式 普通株式          92,700 － －

発行済株式総数                17,883,300 － －

総株主の議決権 －         177,194 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が800株含まれております。
        なお、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権８個が含まれておりませ

ん。
　　　２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式に係る単元未満株式78株が含まれておりま

す。

 

②【自己株式等】

平成28年11月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数
の合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

マックスバリュ東海株式会社
静岡県駿東郡長泉
町下長窪303番地1

70,400 － 70,400 0.39％

計 － 70,400 － 70,400 0.39％

 

２【役員の状況】

　　　　　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
(1)　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号）に基づいて作成しております。

 

(2)　当社の四半期連結財務諸表に掲記される科目及びその他の事項の金額については、従来、千円単位で記載して

おりましたが、第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間より百万円単位で記載することに変更

しました。なお、比較を容易にするため、前連結会計年度及び前第３四半期連結累計期間についても百万円単位

で表示しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年９月１日から平

成28年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年３月１日から平成28年11月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成28年２月29日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,095 6,194

売掛金 55 57

商品 5,236 5,835

繰延税金資産 717 865

関係会社預け金 7,010 7,709

その他 4,318 4,511

流動資産合計 24,434 25,175

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 16,408 16,943

土地 14,310 14,698

その他（純額） 4,882 5,343

有形固定資産合計 35,601 36,985

無形固定資産   

のれん 634 524

その他 245 226

無形固定資産合計 879 751

投資その他の資産   

差入保証金 4,679 4,542

繰延税金資産 2,554 2,146

退職給付に係る資産 － 17

その他 1,229 1,181

貸倒引当金 △4 △3

投資その他の資産合計 8,458 7,883

固定資産合計 44,940 45,621

資産合計 69,374 70,796

負債の部   

流動負債   

買掛金 13,392 14,676

1年内返済予定の長期借入金 129 37

未払法人税等 1,111 402

賞与引当金 869 193

役員業績報酬引当金 56 32

店舗閉鎖損失引当金 37 30

ポイント引当金 15 18

資産除去債務 12 2

その他 5,464 7,134

流動負債合計 21,087 22,528

固定負債   

長期借入金 22 －

商品券回収損失引当金 5 5

退職給付に係る負債 19 －

資産除去債務 1,453 1,502

その他 3,185 2,240

固定負債合計 4,686 3,748

負債合計 25,774 26,276

 

EDINET提出書類

マックスバリュ東海株式会社(E03087)

四半期報告書

 9/19



 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成28年２月29日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年11月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,267 2,267

資本剰余金 3,384 3,389

利益剰余金 37,616 38,746

自己株式 △100 △83

株主資本合計 43,167 44,320

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 148 91

退職給付に係る調整累計額 △17 △16

その他の包括利益累計額合計 130 74

新株予約権 18 18

非支配株主持分 282 105

純資産合計 43,600 44,519

負債純資産合計 69,374 70,796
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年３月１日
　至　平成28年11月30日)

営業収益   

売上高 159,902 164,629

その他の営業収入 3,115 2,954

営業収益合計 163,017 167,583

売上原価 120,955 124,549

売上総利益 38,946 40,079

営業総利益 42,062 43,033

販売費及び一般管理費 39,424 39,878

営業利益 2,638 3,155

営業外収益   

受取利息 28 27

受取配当金 0 －

雑収入 33 35

営業外収益合計 62 62

営業外費用   

支払利息 45 55

為替差損 11 35

契約精算金 15 －

支払手数料 28 －

雑損失 8 8

営業外費用合計 109 98

経常利益 2,590 3,119

特別利益   

投資有価証券売却益 1 －

退職給付制度終了益 306 －

特別利益合計 308 －

特別損失   

減損損失 ※ 316 ※ 84

店舗閉鎖損失引当金繰入額 30 32

その他 － 2

特別損失合計 346 118

税金等調整前四半期純利益 2,552 3,001

法人税、住民税及び事業税 1,256 1,110

法人税等調整額 306 258

法人税等合計 1,563 1,369

四半期純利益 989 1,631

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △162 △140

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,151 1,771
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年11月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年３月１日
　至　平成28年11月30日)

四半期純利益 989 1,631

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 △2 △94

退職給付に係る調整額 146 0

その他の包括利益合計 144 △93

四半期包括利益 1,134 1,537

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,297 1,715

非支配株主に係る四半期包括利益 △163 △177
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日)、「連結財務諸表に関する会計基

準」(企業会計基準第22号 平成25年９月13日)及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平

成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間より適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分か

ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 

（追加情報）

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法

律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月31日に公布され、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年度

から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算

に使用する法定実効税率は前連結会計年度の計算において使用した31.6％から平成29年３月１日に開始する連

結会計年度及び平成30年３月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については30.2％に、

平成31年３月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については30.0％に変更しており

ます。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が125百万円、退職給付に

係る調整累計額が0百万円それぞれ減少し、法人税等調整額（借方）が125百万円増加しております。

 

（四半期連結損益計算書の表示）

　前連結会計年度において表示していた「売上高」は、第１四半期連結累計期間より、経営成績をより明瞭に

表示するため「営業収益」の内訳科目として表示し、「売上高」と「その他の営業収入」を合計した金額を

「営業収益合計」として表示しております。

　また、「売上総利益」は「売上高」から「売上原価」を控除した金額であります。「営業総利益」は「営業

収益合計」から「売上原価」を控除した金額であります。

　なお、この変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の組替えを行なってお

ります。
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（四半期連結損益計算書関係）

※　減損損失

前第３四半期連結累計期間（自　平成27年３月１日　至　平成27年11月30日）

　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

（単位：百万円）

用途 場所

種類及び減損損失

建 物 及 び
構 築 物

工 具 、 器 具
及 び 備 品

のれん その他 合計

店舗
マ ッ ク ス バ リ ュ
富 士 富 士 見 台 店
（ 静 岡 県 富 士 市 ）

74 1 36 5 117

店舗
マックスバリュエクスプ
レ ス 大 和 西 鶴 間 店
（ 神 奈 川 県 大 和 市 ）

9 2 － 0 12

店舗
マックスバリュエクスプ
レ ス 横 浜 青 葉 台 店
（ 横 浜 市 青 葉 区 ）

15 0 － － 16

店舗
マックスバリュエクスプ
レ ス 藤 沢 六 会 店
（ 神 奈 川 県 藤 沢 市 ）

4 3 － 1 9

店舗
マックスバリュエクスプ
レ ス 相 模 大 野 店
（ 相 模 原 市 南 区 ）

1 1 － － 2

店舗

ミ ス タ ー ド ー ナ ツ
イオンタウン富士南店
他
（ 静 岡 県 富 士 市 他 ）

12 4 7 0 25

賃　貸
不動産

旧 伊 豆 高 原 店
（ 静 岡 県 伊 東 市 ）

14 0 － 0 15

賃　貸
不動産

旧 水 産 一 次 加 工 所
（静岡県駿東郡長泉町）

115 1 － － 117

合計 248 16 43 7 316

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、店舗及び賃貸不動産を基礎とし、ま

た遊休資産については物件毎にグルーピングしております。

　営業活動から生ずる損益が継続してマイナス又は継続してマイナスとなる見込みである店舗の資産グ

ループ、閉店の意思決定をした店舗等の資産グループ及び市況の変化に伴い市場価格の著しく下落した遊

休資産について、その帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

しております。また、のれんについては、事業計画で想定していた将来キャッシュ・フローが見込めなく

なったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しており

ます。

　なお、資産グループの回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により測定しております。正味売却価

額は、土地については不動産鑑定評価額により評価しておりますが、重要性が乏しい土地については固定

資産税評価額を基に算定した金額により、その他の固定資産については取引事例等を勘案した合理的な見

積りにより評価しております。また、使用価値は、将来キャッシュ・フローを6.3％で割り引いて算定し

ております。
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当第３四半期連結累計期間（自　平成28年３月１日　至　平成28年11月30日）

　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

（単位：百万円）

用途 場所

種類及び減損損失

建 物 及 び
構 築 物

工具、器具
及 び 備 品

その他 合計

店舗
ザ ・ ビ ッ グ 相 模 原 東 橋 本 店 他
（ 相 模 原 市 緑 区 他 ）

39 29 0 69

店舗
ミ ス タ ー ド ー ナ ツ イ オ ン 守 山 他
（ 名 古 屋 市 守 山 区 他 ）

12 1 1 14

合計 51 31 1 84

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、店舗及び賃貸不動産を基礎とし、ま

た遊休資産については物件毎にグルーピングしております。

　営業活動から生ずる損益が継続してマイナス又は継続してマイナスとなる見込みである店舗の資産グ

ループ、閉店の意思決定をした店舗等の資産グループ及び市況の変化に伴い市場価格の著しく下落した遊

休資産について、その帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

しております。

　なお、資産グループの回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により測定しております。正味売却価

額は、土地については不動産鑑定評価額により評価しておりますが、重要性が乏しい土地については固定

資産税評価額を基に算定した金額により、その他の固定資産については取引事例等を勘案した合理的な見

積りにより評価しております。また、使用価値は、将来キャッシュ・フローを6.0％で割り引いて算定し

ております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年３月１日
至 平成27年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年３月１日
至 平成28年11月30日）

減価償却費 2,228百万円 2,169百万円

のれんの償却額 138 109

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自 平成27年３月１日　至　平成27年11月30日）

１．配当金支払額

決議
株式の
種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日
配当の
原　資

平成27年４月15日

取締役会
普通株式 640 36.00

平成27年

２月28日

平成27年

５月８日
利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自 平成28年３月１日　至　平成28年11月30日）

１．配当金支払額

決議
株式の
種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日
配当の
原　資

平成28年４月15日

取締役会
普通株式 640 36.00

平成28年

２月29日

平成28年

５月10日
利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自 平成27年３月１日　至 平成27年11月30日）

当社グループは、報告セグメント(スーパーマーケット事業及びその付随業務)が単一であるため、セグメン
ト情報の記載は省略しております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自 平成28年３月１日　至 平成28年11月30日）

当社グループは、報告セグメント(スーパーマーケット事業及びその付随業務)が単一であるため、セグメン
ト情報の記載は省略しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年３月１日
至　平成27年11月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年３月１日
至　平成28年11月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 64円74銭 99円48銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
1,151 1,771

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（百万円）
1,151 1,771

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,787 17,807

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 64円65銭 99円38銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 24 18

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

マックスバリュ東海株式会社(E03087)

四半期報告書

17/19



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年１月11日
 
マ ッ ク ス バ リ ュ 東 海 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中

 
 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 鴫原　泰貴　　印

 

 
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 酒井　博康　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているマックスバリュ

東海株式会社の平成28年３月１日から平成29年２月28日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年９月１

日から平成28年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年３月１日から平成28年11月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、マックスバリュ東海株式会社及び連結子会社の平成28年11月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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